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東日本大震災や福島第一原子力発電所事故を乗り越

えて、被災地がよりよい地域づくりを目指すためには、

環境や社会の課題が数多くあります。産業の回復、少

子高齢化や人口減少の対策、地域資源の有効活用、そ

して生態系の保全など、被災地の抱える課題は相互に

密接に関係しており、解決するためには多様で総合的な

観点が必要です。

国立環境研究所では、人々の暮らしや社会と環境の

関係を分析し、よりよい地域づくりのための研究を震災

前から行ってきました。震災後は、被災地の自治体と協

力し、地域の特徴を生かしながら復興を支援する研究を

行っています。

本号では、こうした研究の中から福島県新地町を中心

にした取り組みを紹介します。「環境未来都市」に選定

されている新地町では、震災からの復興にあたって、エ

ネルギーを中心とした低炭素社会への取り組みや、災

害に強い地域コミュニティづくりへの取り組みが進めら

れています。私たちはこの取り組みを支援するため、復

興生活に貢献する様々な生活情報の提供を目的に情報

通信技術を活用した双方向システムを導入し、暮らし方

や働き方の変化を考慮した社会経済シミュレーションモ

デルを開発してきました。ここではその研究成果を中心

に紹介します。

● Interview 研究者に聞く
 環境と暮らしの未来が見える
 地域づくりを目指して   p4～ 9

● Summary
 復興を未来につなげる総合的な
 まちづくりを支援する環境創造研究
   p10～ 11

● 研究をめぐって
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60 MARCH  2016

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
域
で
は
、
そ
の
後
の
多
大
な
努
力
に
よ
り
、

復
興
に
向
け
た
動
き
が
活
発
に
な
っ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
「
環
境
創
生
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」で
は
、
環
境
の
回
復
に
合
わ
せ
て
、

環
境
に
配
慮
し
た
復
興
と
ま
ち
づ
く
り
を
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い
く
べ
き
か
、

多
様
な
観
点
か
ら
研
究
を
行
っ
て
い
ま
す
。

（表紙写真提供：NPO法人みらいと）

災害からの復興が
未来の環境創造に
つながるまちづくりを目指して
福島発の社会システムイノベーション



　先祖から伝えられる生物の色や形などの性質（形質；先
天的に子の形質が親の形質に似ることを遺伝という）が、
子の代に受け継がれる際に遺伝子の変化によって変わるこ
とを突然変異といいます。例えば、フナの体色は黒ですが、
黒い体色を決定する遺伝子が変化した結果、体色が赤に変
わったものがヒブナです。現在は、この遺伝子の変化とは
細胞の中にあるDNAの配列の変化であることが判ってい
ます。DNAは細長い分子で、アデニン（A）、チミン（T）、
グアニン（G）、シトシン（C）という4種類の塩基が並んで
います。この塩基の順番（配列）をコードといい、これが
遺伝情報を担っています。コードに従って、様々な種類の
タンパク質が合成され、そのタンパク質の働き方により生
物の性質が決まります。子が親に似るのは、コードが親か
ら子へ正しく伝えられるからです。しかし、精子や卵子の
DNAにおいて、遺伝情報のコードつまり塩基の配列が正
しく伝わらないと、親とは異なるタンパク質が合成され
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nterview
  研究者に聞く

国立環境研究所は、東日本大震災からの復興とともに、さらによりよい地域づくりを目指す地方自治体を支援する研究を
様々なスケールで進めてきました。福島支部準備室環境創生研究プログラムの五味馨さんと中村省吾さんは、環境にや
さしい復興まちづくりに関する研究を進め、被災地の環境回復と創生を目指しています。その中で、福島県新地町が取
り組む情報通信技術を活用して低炭素化や高齢化対策等のまちづくりを進める構想や、復興の先を見据えた総合計画の
策定に協力しています。

環境と暮らしの未来が見える
地域づくりを目指して

コラム❶ 福島県新地町のスマート・ハイブリッドタウン構想
　福島県相馬郡にある新地町は、人口約8千人、面積約
47km2の小さな町です。東日本大震災では、町域の約
20%が津波による浸水被害を受け、577戸の家屋が全半
壊、116名もの犠牲者を出すなど、甚大な被害を受けまし
た。
　新地町が環境未来都市に選定されたことを契機に、新地
町と国立環境研究所は2013年3月に「連携・協力に関す
る基本協定」を締結しました。復興と環境と経済が調和し
た持続可能な環境都市の実現を目指して、研究連携を進め
ています。
　復興モデル都市としても指定された新地町では、復興計
画に「スマート・ハイブリッドタウン構想」を掲げていま
す。情報通信技術とコミュニティを支える社会の仕組みを
組み合わせることで、災害による避難や移転などで失われ
がちな地域の「絆」を再生しようというものです。この構
想では、タブレットやスマートフォンなどの端末から住民

まちづくりに寄り添った
臨機応変な研究を目指して

Q：いつ研究所に赴任したのですか。
五味：私は2014年の4月に国立環境研究所に赴任し
ました。以前いた大学では、地球温暖化対策のシミュ
レーションをしていました。
中村：私は五味さんから1か月遅れて赴任しました。
五味さんが少しだけ先輩になります。私は農業工学の
1分野である農村計画学を専攻し、中山間地域の活性
化について研究していました。
Q：国立環境研究所に来てからすぐにこの研究を始め
たのですか。
五味：はい。私たちは、震災復興支援の研究プロジェ
クトを推進するために赴任しましたからね。4月1日
に着任すると、その2日後には新地町にいくことにな

りました。まだ状況をよく把握していなかったのです
が、その日に自治体担当者との打ち合わせに参加した
のが始まりです。
中村：私が着任したときは、新地町との連携がかなり
進んでいました。復興が進んでいく町の状況は刻一刻
と変化していますから、変化に合わせてその都度何を
やるべきかを考えています。
五味：目標は見据えつつも、現場に合わせて柔軟に動
いていく感覚ですね。
中村：たしかに臨機応変に対応していく感じはありま
すね。
Q：新地町を初めて見たとき、どんな様子でしたか。
五味：避難している方々はまだいますが、震災から3

年たち、町は落ち着いているように見えました。町役
場周辺の整備は進んでいましたが、その反対側を見る
と津波で流された跡に平地が広がっていました。津波

と自治体や研究機関、企業をインターネットでつなぎ、環
境や、エネルギー、生活の情報を共有します。自治体は、
住民の方々の要請や発信を迅速に知ることができる双方向
型の地域情報基盤のプロトタイプを構築することを目指し
ています。
　図1の「①地域エネルギー行動支援ネットワーク」では、
エネルギー消費モニタリングシステムを住宅や公共施設、
商業施設などに設置し、省エネルギーを促します。さら
に、太陽光発電などの再生可能エネルギーの発電量をリア
ルタイムにモニタリングします。これらの情報を、「④ス
マート・ハイブリッドセンター事業」に集約して、省エネ
ルギーとともに災害時にも強靭な分散型のエネルギーシス
テムを構成する地域情報ネットワークにします。このよう
な情報システムを用いたエネルギーシステムは一般的にス
マートコミュニティなどと呼ばれますが、新地町ではエネ
ルギーだけではなく、生活や経済、環境の情報も共有する
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五味 馨（ごみ　けい）
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被害の大きさを想像すると強烈な印象を受けました。
実際には瓦礫の撤去などが進み復興の第一段階を経過
した時期だったのですが。
中村：現在は、高台地域への移転が始まっています。
駅舎と線路に甚大な被害のあった新地駅は2016年末
に再開予定です。そして、駅前に地域のエネルギー施
設ができるなどのまちづくりが進んでいきます。

地域のモニタリング・シミュレーション
を通じて復興を考える

Q：新地町で取り組まれている地域モニタリングとは
どのような内容ですか。
五味：被災地である新地町では、復興に向けてインフ
ラや住宅などの施設整備事業が進んでいます。その中
に、住宅、公共施設、工場、エネルギー施設を情報シ

ステムでつなぎ、「スマート・ハイブリッドネットワー
ク」という地域情報通信ネットワークを整備するとい
うものがあります（コラム1）。「地域のエネルギー資
源を高度かつ効率的に活用すること」、「高齢化に対応
した健康・福祉分野の活動を支援すること」、「町のコ
ミュニティ機能を高めること」が目標です。
中村：この地域ネットワークの中に、地域の様々な情
報を、行政職員や住民の皆さんが双方向でやりとりで
きるようなアプリケーションソフトを開発し、タブ
レット端末に搭載した「くらしアシストタブレット」
を利用してもらう実証試験を行っています。各世帯に
設置された端末を通じて電力などの消費エネルギー
をリアルタイムでモニタリングしたり、あるいはアン
ケートに答えてもらったりしています。
五味：私はそれに加えて環境と社会、経済など統計
データや地図などをデータベース化し、以前行ってい

ネットワークにしたいと「スマート・ハイブリッド」と名
付けました。鉄道線の復旧に伴い計画されている復興まち
づくり地区にこのシステムを整備し、「社会イノベーショ
ン」としての先導的な試みを福島県から発信することを目
指しています。
　「②高齢化コミュニティ支援ネットワーク」では、高齢
化への対応など住民の生活の利便性を高めるために、クラ
ブ活動の連絡や情報共有や他の生活支援事業へネットワー
クを展開します。
　「③地域交通行動支援ネットワーク」では、GPSシステ
ムを搭載した車両の位置情報と利用者の希望をスマート・
ハイブリッドセンターでマッチングし、コミュニティバス
やオンデマンドタクシーなどの公共交通システム運行計画
の高度化を検討します。
　この構想の実現のため、新地町は国立環境研究所の他、
福島県、大学、環境省、経済産業省、エネルギー事業者、メー
カー、IT事業者などと連携し、様々な事業に向けて議論
しています。

■図 1：福島県新地町のスマート・ハイブリッドタウン構想
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たモデル研究を被災地域へ適用しようとしています。
人口や経済などの町の全体像をシミュレーションし、
産業や人口などの行方と関連する施策の人口維持や産
業振興への効果を分析し、町の総合計画づくりを研究
面からお手伝いしています（コラム2）。
Q：将来をシミュレーションすることの難しさはあり
ますか。
五味：新地町のような比較的小規模な地域では、人々
の生活や経済活動が地域内で完結せず、近隣の地域と
の関わりが大きく影響します。またシミュレーショ
ンに必要なデータが一部不足していることがわかりま
した。また、この結果を使ってくださるのは地方自治
体の担当の方ですので、学術的なあまりにも複雑なシ
ミュレーションは必要とされていません。そこで、大
事なところは押さえつつ、なるべくシンプルなモデル
を新たに開発しました。
Q：必要な地域のデータは集まりましたか。
五味：町の方の協力もあり、ほぼ集まっています。ま
た2年間のモニタリングで集めた消費エネルギーの
データは、シミュレーションに使える量になりました。
今後はモニターを家庭以外に広げたいです。2015年
度より工場などの協力をいただいて調査を始めていま
すが、役場や学校、病院などいろいろな場所のエネル
ギーパターンがわかるように、調査の範囲を広げたい
ですね。
中村：2016年春から町による公共施設のモニタリン
グも別事業として始まるので、連携することで地域全
体のエネルギーの把握に寄与できると考えています。
五味：今までなかった農村地域の詳細なエネルギー

データが得られたことは、日本全体の低炭素化対策に
も役立ちます。このデータを低炭素化のシミュレー
ションに活用する方法を検討しているところです。
中村：例えば2016年末の常磐線新地駅開業に合わせ
て地域分散エネルギーシステムが導入され、地域で生
み出されたエネルギーが地元で消費されることになり
ます。このシステムを安定して運転するには需要を予
測することが大切です。新地で行っているモニタリン
グの結果が活用される予定です。
Q：シミュレーションを行うと、どんなことがわかる
のでしょうか。

沿岸部の様子（写真提供：NPO法人みらいと）

復興が進む様子（写真提供：NPO法人みらいと）

コラム❷ 環境と社会、経済を総合的に考えるためのモデル分析
　社会の地域の復興を長期的な視点で考えるときには、そ
の国や地域の長期的な産業や人口の見通しを分析すること
が必要になります。国や地域にとっては環境も社会や経済
とならんで数ある課題のひとつです。特に復興自治体の多
くでは、復興の目標を達成しても高齢化や将来的な人口の
減少に直面することが課題になっています。そこで地域の
目標を考えるには、低炭素や資源循環等とともに、他の様々
な課題も検討する必要があり、人口の維持や産業の振興、
交通インフラの整備等の目標を達成しながら、同時に環境
の目標を達成することが求められます。特に日本全体の人
口が減少に向かっている中では、自治体が地域の魅力を高
めていかなければ、ますます他の地域に人口が流出するこ
とも予測されます。あるいは周辺の産業などの雇用機会や
教育施設に通勤や通学をする人が居住することで地域が活
性化することもあります。
　そこで地域の環境目標とともに、住宅と産業、地域外と

の通勤・通学の関係も合わせて目標を達成する地域の姿を
シミュレーションするモデルを開発しました。これが本号
「サマリー」でも紹介している「地域スナップショットモデ
ル」です。
　このモデルはその地域にどのような産業開発ができるか
をまず考えます。福島の浜通り地域では新しい地方分散型
のエネルギー施設を核にした低炭素コンビナートなどが考
えられます。次にその産業に従事している人の数を算定し
ます。これをもとに地域にどれくらいの人が住むかを推定
することができます。このとき、周辺地域に通勤する人、
周辺地域から通勤してくる人の割合も考えに入れます。さ
らに、地域に居住する人が地域内で多く買物等をすればそ
のぶん地域内の産業の生産が増えますから、そこで就業す
る人が増え、地域の人口が増え、人口が増えると消費が増
え…といった効果も計算する必要があります。
　このとき、就業者や居住者の年齢や性別も分析し、生ま
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五味：地域全体を丸ごと見て、数十年の単位で町がど
う変化するかを検討します。すると、過去や現在の
データから未来を見据えて、町のあり方を議論できま
す。このシミュレーション技術は新地町だけでなく、
他の地域でも使えるように工夫しています。地域の総
合計画をたてる際に、目標の実現可能性の議論や施策
の有効性の分析に役立ててもらえるものを目指してい
ます。中村さんの情報ネットワークを使ったモニタリ
ング研究は住民を戸別訪問するなど草の根のアプロー
チですが、私の研究は真逆のアプローチで相互を補完
することができます。

環境と共生した地域の
コミュニティづくりのお手伝い

Q：「くらしアシストタブレット」システムで何がで
きるのですか。
中村：生活のアシストとエネルギーのアシストという
大きく2つのアシスト機能を搭載しています。生活の
アシストでは、情報の共有による地域コミュニティの
サポート、エネルギーのアシストでは、世帯での電力
消費量の「可視化」を通じた低炭素化の推進を目的と
しています。生活のアシスト機能では、地域の様々な
情報を住民の方々の間で共有していただき、地域の絆
づくりを支援することを意図しています。被災地域で
は、原発事故による地域外への避難や津波対策による
高台移転などに伴い、多くの場所で元々あった地域コ
ミュニティが弱まっていると指摘されています。被災
により離ればなれになってしまうなどにより弱まった
地域の絆づくりに、タブレットのような情報通信技術
が活用できるのではないかと研究を進めています。現
在も試行錯誤しながら、自治体の担当の方、開発する
企業の方、モニターの方などいろいろな人とやりとり
しながらどんなシステムにするか検討しています。
Q：タブレットのモニターは何世帯ですか。
中村：100世帯が目標で、80世帯程度まで協力いた
だいています。
Q：全世帯というわけにはいかないのですか。
中村：消費電力の測定には工事が必要なので、まずは
実証試験ということで、モニターに応募していただい
た世帯にお願いしています。80世帯というのは新地

トマト栽培施設の視察

自治体担当者による復興状況の説明

■図 2：地域スナップショットモデルの構造
地域のデータを使い、産業、雇用、通勤、人口の関係を連立方
程式として定式化し、ある条件のもとでの経済活動と人口を同
時に推計します。例えば環境産業による復興と長期的な地域の
人口維持の関係も定量的に計算することができます。

れてくる子どもの数ももちろん計
算します。すると、ある人口維持
の目標を考えたときに、どれくら
い産業が必要か、地域住民で外へ
通勤する人はどれくらいか、住宅
供給はどれくらい必要か、それぞ
れの年代の方がどれくらい転入・
転出することを選ぶか等の条件が
わかり、これが達成すべき水準と
なり、地域施策の目標を考える際
の参考になります。
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コラム❸ 尚英中学校におけるまちづくりワークショップの開催
　新地町立尚英中学校は、生徒数約250人の町内唯一の
中学校です。国立環境研究所では、新地町教育委員会と尚
英中学校の協力の下、同校の生徒を対象としたまちづくり
ワークショップを2回開催してきました。
　このワークショップは、復興の先にある長期的なビジョ
ンを継続的に考えていく上で重要となる、将来を担う若
者たちが望ましいと思う将来像を把握することを目的と
したもので、1回目は2014年1月に当時の1年生を対象
に「2050年の新地町を考えよう！」をテーマに実施しまし
た。2回目は2014年12月に当時の2年生（1回目と同じ
学年）を対象に、より具体的に町の未来地図を描く「2050
年の新地町の未来地図をつくろう！」として実施しまし
た。いずれのワークショップでも生徒から活発な意見が出
され、その成果は町の総合計画への反映が予定されていま
す。
　これらワークショップの詳細はディスカッションペー

パーとしてまとめていますので、関心のある方は国立環
境研究所社会環境システム研究センターのホームページ
（https://www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html）を
ご確認ください。

Q：2016年度からは福島県三春町にできる環境創造
センターからの訪問になりますが、福島への異動に
よって研究は変わりますか。
五味：福島に住むことで発見があったり、現地の方と
より頻繁に相談ができるようになったりすることは大
いに研究に資すると思います。しかし、異動すれば研
究が進むわけではなく、コミュニティの輪に加わると
ともに、研究者として研ぎ澄まされた感覚で関われる
ことが大事だと考えています。
中村：私たちのやっているまちづくりの研究には明確
なゴールはありませんし、どこをゴールにするのかで
研究の手法が変わると思います。どのやり方であって

町全世帯で見ると約3％にあたり、一つの自治体を対
象とした事例としてはかなり高い割合です。
Q：「くらしアシストタブレット」の狙いは何ですか。
中村：エネルギーのアシスト機能による電力消費の可
視化は省エネに一定の効果があるようで、省エネに取
り組むようになったというご意見もうかがっていま
す。一方、様々な情報交換の場として設けた掲示板は、
地域の情報や町からのお知らせ、災害情報などは充実
したので、住民の皆さんが情報を書き込みやすく、閲
覧しやすいようにシステムを改良しています。また家
庭のパソコンやスマートフォンからでも情報を見るこ
とができるようにも改良を検討しています。将来的に
は、自治体が運営できるシステムにすることで、環境
にやさしいスマートコミュニティの実現の一助になれ
ばと思っています。

環境創生研究─復興支援を通じ
地域創生のモデルを提示したい

Q：新地町にはどれくらいの頻度で行かれてますか。
中村：平均して月2回ぐらいのペースでしょうか。
2015年3月には8日間泊まり込んで、戸別訪問によ
る現地調査をしました。お陰で役場の職員の方々や
「くらしアシストタブレット」モニターの皆さんとは
だいぶ顔見知りになりました。
五味：私は現地調査があまりないので、中村さんより
は頻度が低いのですが、町の担当者とは月に一度くら
いのペースで打ち合わせをして分析の課題を相談して
います。

タブレット講習会の様子

タブレットの利用風景

■図 3：第 2回尚英中ワークショップの成果例
「2050年の新地町に残っていてほしいもの、新
しくなっていてほしいもの」をテーマに出された
意見を整理して地図に落とし込みました。自然景
観の保全や伝統文化の継承から商業施設の誘致
まで、活発な意見が出されました。
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も、福島の持続可能な発展を目指すという点は変わり
ませんね。
五味：福島県や自治体職員の方々はもちろんですが、
土木建設やエネルギー事業者だけでなく、アグリビジ
ネス、森林組合、製造業から銀行などサービス業といっ
た様々な業種の方の協力があり、私たちの研究の輪は
広がっていますね。このシナジー（共生）関係を維持し、
新たな地域のシナジーをうまく作れるかどうかも、福
島の復興に役立つ研究をするために大事なことだと考
えています。
中村：タブレットを使ったアプローチは、様々な町の
関係者の皆さんから率直なご意見をいろいろといただ

けるので面白いですね。
Q：環境創造センターでは、3つの研究プログラム
（①環境回復研究プログラム、②環境創生研究プログ
ラム、③災害環境マネジメント研究プログラム）があ
りますね。
中村：はい。今は福島に移ってからの研究の方向性を
決めるため、みんなで議論している真っ最中です。
五味：3つの研究プログラム間で連携して研究するた
め議論もしています。先日は連携研究テーマを考える
ワークショップを行い、ある人の取り組んでいる研究
テーマと、別の人の研究テーマがくっつくのではない
かなどとアイデアを出し合いました。
Q：今後の研究の展望をお聞かせください。
中村：新地町を1つのケースとして、今後は他の地域
へどう応用するかが課題です。他の自治体との共同研
究計画案もあるので、新地町の成果を活用したいです
ね。新地町を研究の原点として、次の一歩をどう踏み
出すかを考えていきたいです。
五味：シミュレーション研究では、様々な事を数字で
考えることが大事です。研究で出てきた数字を福島の
復興に役立てるためには、数字を翻訳し、地域の方々
とのコミュニケーションを図ることも重要ですから、
数字を出す専門家だけでなく、数字の翻訳家でもあり
たいですね。また、自然災害や高齢化など困難な問題
を抱える地域でも、シミュレーションを活用して選択
肢が広がり、地域の方々が新たな可能性を見出し、具
体的な取り組みへつなげるお手伝いをしていきたいと
思います。

新地町役場

国立環境研究所による尚英中学校のエネルギー学習
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コラム❹ 社会システムイノベーションとは？
　復興自治体の環境・社会・経済の調和した発展には、「社
会システムイノベーション」が必要です。イノベーション
は本来、技術にとどまらず組織や制度など社会を構成する
様々な事柄に新たなアイデアが生まれることを意味してい
ます。
　社会システムイノベーションは、例えば新しい技術の実
証から始まります。技術が実証されるとこれを利用する枠
組みができます。現在の仕組みを一気に転換するのは難し
いので、まず小規模なモデル地区で技術を導入します。本
号で紹介しているモニタリングシステムを活用した省エネ
ルギーの実践もこのような取り組みの一つです。やがてそ
の必要性や有効性が知られるようになり、場合によっては
法改正も含めた新制度が作られて広がると、最終的には、
社会全体が目標とする姿に変わっていきます。このように、
様々な立場の人々が関わりながら、小規模（ニッチ）な技
術などのイノベーションから始まり、社会制度など（レ

ジーム）に広がり、最終的に新しい社会潮流（ランドスケー
プ）が実現し、そしてまた新たなニッチのイノベーション
に向かうことで、環境価値・社会価値・経済価値を高める
ことが社会システムイノベーションです。
　震災からの復興では、社会システムイノベーションの考
え方を取り入れることで、課題の解決に福島が先導的な役
割を果たすことができると考えています。

■図 4：社会システムイノベーション

地域の将来像からまちづくり事業の計画
まで、総合的に支援する環境創生研究

　環境と調和した復興まちづくりを実現するには、建
物の復旧から鉄道や港湾の再整備など比較的短期間で
解決する課題があります。それに加え、地域の活力を
創生し、震災で失われかけた地域の絆を再生するなど、
比較的長い期間で、地域全体の課題に同時に取り組む
ことも必要です。私たち環境創生研究プログラムでは、
復興プロセスでの人口や経済活動の回復とともに、自
立的な地域エネルギーシステムの形成や環境資源の回
復など長期的で全体的な将来の課題を住民や企業の皆
さんとともに具体的に描いています。
　さらに、駅前開発など具体的な復興拠点事業を未来
の地域の活力につなげる整備計画の検討を支援するた
めに、様々なスケールで地方自治体の施策や事業の
データ分析やシミュレーション研究を行っています。
また、地域に暮らす人々の意見や意思が施策に適切に

復興を未来につなげる総合的な
まちづくりを支援する環境創造研究

反映されるような住民参加型の手法の開発にも取り組
んでいます（コラム3）。

災害からの復興と
長期的な社会ビジョンの構築

　福島では震災前から人口減少とともに少子高齢化が
進んでいました。地域の復興では、地域の暮らしやす
さや経済活動を維持しつつ、これらの日本全体に共通
する課題に先進的に取り組まなければなりません。さ
らにその課題を解決するために、技術と制度を組み合
わせた「社会システムイノベーション」（コラム4）を
福島で具体化して、全国に発信することが求められて
います。そのためには、長期的な地域の見通しにもと
づき、震災の影響とともに地球温暖化や資源の希少化
などの条件の下で人々が快適に暮らすことのできるよ
うな住宅供給、教育と子育て支援などの施策とその効
果を検討することが必要です。　　

Summary

東日本大震災から5年が経過し、復興事業や環境の回復に向けた取り組みが進んでいます。その中では、震災前から
の課題に加えて、地域社会でよりよい持続的な未来を実現するにはどんな「まちづくり」をすればよいかを考える必要性
が大きくなっています。私たちは、地域のくらしと将来に向けて社会、経済と環境が調和し、共生する新しいまちづくりを
目指し、自治体や住民、企業の取り組みや関連事業を支援する研究を進めています。
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　今回、私たちは、福島県内の自治体スケールの人
口、通勤、産業、エネルギーの将来シナリオを構築す
るため、複雑な社会や経済をシミュレーションする統
合評価モデル「浜通り北部地域スナップショットモデ
ル」を開発しました（コラム2）。このモデルは、人口
を維持するには産業の復興や住宅建設がどれくらい必
要か、どのような世代の住民が転入・転出するか、出
生などを計算し、地域の施策の具体的な目標を考える
ことができます。例えば福島県新地町を対象として
2050年までのいくつかのシナリオを作成し、人口を
維持しながら復興や地域発展を続けていくための産業
のあり方や雇用の状況、新たなエネルギー供給システ
ムの姿を具体的・定量的に示しました（図5）。

社会モニタリングシステムの開発と実証

　復興支援を効果的に進めるためには、住民の方々の
生活に対するニーズや地域環境の情報などを把握する
必要があります。この目的のため、国立環境研究所は
新地町と連携して「新地くらしアシストタブレットシ
ステム」を開発し、現在モニター世帯（約80世帯）に
研究などへの協力をお願いしています。新地くらしア
シストタブレットシステムは2つの機能から構成され
ています。
　まず「地域エネルギーアシスト機能」では、各家庭
のエネルギー消費をリアルタイムで測定して「可視
化」することで、環境を配慮した行動を促すことを目
的にしています。各家庭の電力消費パターンに応じた

省エネアドバイスレポートを個別に配布し、家庭のす
ぐれた省エネの試みを紹介するイベントを開催するな
ど、無理なく楽しみながら省エネに取り組む方法も検
討しています。このモニタリングによる結果を集計し、
これまでの県などの統計値と合わせて地域の特性を診
断することができます。これを地域エネルギー事業や
低炭素型の復興まちづくり計画の基礎データとしても
活用するとともに、これからの復興まちづくりでこの
仕組みを地域の新しい情報インフラとして整備するこ
とも議論しています。
　また、「生活情報アシスト機能」には、町の行政情
報やイベント、復興情報といった日頃の生活を支える
情報の提供や、町からのお知らせや住民同士の交流の
ための掲示板、地域の様々な情報を地図上でシェアす
る地域情報マップ、アンケート機能を整備しています。
このように、行政と住民の間、あるいは住民同士での
双方向型のコミュニケーションの機会を提供し、地域
の特徴を分析したうえで、避難や移転で途切れがちに
なりかねない被災自治体の地域コミュニケーションを
回復する手法を研究しています。
　新地くらしアシストタブレットの整備にあたっては
町役場とともに、住民説明、利用希望者の募集、家庭
訪問、施設の設置、利用状況のフォローアップ調査、
新たな機能のニーズの調査などを行います。このよう
にして、新しいスタイルの社会環境研究を実現してい
ます。このプロセスそのものを新しい社会環境研究の
方式として、他の自治体へも展開していくことを検討
しています。

■図 5：例・福島県新地町の異なったシナリオにおける 2060年までの人口推計
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環境と調和した復興を支援する
研究の取り組み

日本では

　震災からの復興に向けて、様々な分野での取り組み
が行われてきました。国は復興庁を設置し、各地方公
共団体は復興計画を策定して、津波被災地の復旧工事、
新しい住宅の建設、道路・港湾・鉄道の整備などを
行ってきました。また、福島県でも、原子力災害から
の復旧とともに、除染などの環境回復が進み、避難し
ていた方々の帰還も始まりつつあります。例えば、福
島県浜通り地域の復興を目指し、エネルギーや農林業
分野の研究や先端的な事業を集中して行う「イノベー
ション・コースト構想」が、国や福島県・自治体など
によって検討されています。
　また、東京電力福島第一原子力発電所の事故以降、
エネルギーシステムのあり方を見直し、再生可能エネ
ルギーや未利用エネルギーなどの地域資源を活用した
分散型エネルギーシステムを導入する取り組みも、よ
り活発になっています。特に、地域エネルギーや環境
資源を活用して自律的な地域全体のエネルギーの仕組
みを構築し、地方の創生に活用するための様々な技術

が開発されています。例えば、熱と電力を同時に生
産することでエネルギーを有効に活用する「コジェネ
レーション」システムに地域のエネルギー資源を結び
付けて、さらに情報技術を併用し、より効果的なシス
テムにする試みが福島県で始まっています。この「イ
ノベーション・コースト構想」では、再生可能エネル
ギーの大規模な建設だけではなく、地域のエネルギー
資源や、産業施設と下水処理場、清掃工場などの環境
施設を組み合わせ新しい自律的な地域エネルギーシス
テムを計画しています。そして、それを「社会システ
ムイノベーション」として実現することを国と県、自
治体、企業に研究機関が連携して検討しています。

国立環境研究所では

　国立環境研究所では、被災地の復興や再生に向けて
災害と環境に関する「災害環境研究」を行ってきまし
た。このうち「環境回復研究」では、放射性物質に汚
染された廃棄物の処理処分技術の開発、放射性物質の
環境中での動態解明や生態系への影響評価などの被災
地の環境回復に取り組んでいます。本号で紹介してい
る「環境創生研究」では、様々な技術や施策を組み合
わせることで、環境に配慮しながら、地域の活力を高
めて、暮らしの快適さが共生する研究によって復興を
支援しています。本研究所では震災前より、収集した
社会・環境の様々なデータを活用してコンピュータ・
シミュレーションを行い、環境の課題を解決するため
の政策を提言してきました。災害環境研究では、これ
までの研究を応用し、地域の特徴をデータで分析して
います。また、情報技術を活用して地域の個性に合っ
た将来像を住民の方々と一緒に考え、よりよい復興を
支援するための研究を進めています。
　環境創生研究では、まず地域環境をデータで分析し

研究をめぐって

■図 6：環境創生研究のフレームワーク
　　　　（福島県新地町の例）



（写真提供：NPO法人みらいと）
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取り組んでいます（図7）。今後は地域循環や生態系再
生のテーマを検討に加えることも検討しています。
　さらに地域の多様な問題に対応し、地域の活力を高
めるまちづくりを実現するための、専門家と地域の自
治体、企業、住民の情報ネットワークを、情報技術を
活用しつつ醸成する研究を行っています。例えば、福
島県新地町では人口が1万人程度の小規模な自治体で
も導入できるスマートエネルギーシステムの機能を含
む「くらしアシストタブレット」を自治体、企業とと
もに開発しています。このタブレットを通じて利用世
帯のエネルギー消費や二酸化炭素排出の可視化ととも
にこれまで統計データでしかわからなかった福島県の
エネルギー特性を知ることができます。
　この情報は浜通りのJR線復旧に伴う駅前開発事業
の計画で地域エネルギーシステムを検討することに
活用されています。この「地域エネルギーアシスト機
能」とともに、復興に向けての地域の暮らしに役立つ
情報をリアルタイムで双方向に「生活情報アシスト機
能」を提供することで、環境にも配慮した地域コミュ
ニティを支援しています。このような「地域情報ネッ
トワーク」を活用した21世紀型の新しい地域の「絆」
づくりを支援する研究を進めています。

て「地域環境診断」を行います（図6）。地域の個性や
特徴を活かしながら魅力と活力が持続する地域づくり
のために、まずどのような資源がその地域にあるかを
調べることが必要です。そこで自然環境の情報、道路
や住宅、工場などの情報に加え、住宅のエネルギー消
費量や工場の排熱利用などの地域の情報を収集し、「地
理情報システム」で、活用できる資源を分析します。
これによって再生可能エネルギーなどの地域のエネル
ギーをどれくらい活用できるかを、エネルギーの供給
と需要の両方から調べることができます。例えば福島
県浜通り地域では、新しく建設されるLNG基地と仙
台を結ぶパイプラインや工場団地で地域エネルギーを
利用するポテンシャルがあることがわかりました。
　次に将来の姿とそこへの道筋を分析する「シミュ
レーション」を行います。将来も住みよい元気な地域
であるために有効な方法を考えるため、統合モデル
によって将来の人口や経済などをシミュレーションし
て、地域の総合計画づくりを支援します。また、住民
の方々の意見をお聞きして、地域の将来像についての
意見や要望をまとめ、計画づくりに反映する方法も開
発しています。
　また環境と調和した復興まちづくりの中でも特に、
拠点となる地区の具体的な計画を支援するため、地域
資源を活用した空間計画、エネルギー計画がシミュ
レーション可能なシステムを開発しています。例えば
「地域診断」のデータベースや「地域情報ネットワーク
（後述）」のモニタリング結果を活用すると、地域に最
も適したエネルギー源や機器の構成からなる分散エネ
ルギーシステムの設計を支援することができます。福
島県新地町が取り組んでいる津波で被災したJR新地
駅前の整備では、低炭素で災害に強いまちづくりを目
指したエネルギーシステムを検討し、施設農業や健康
増進施設など施設立地計画を組み合わせたデザインに

東日本大震災から5年が経過しました。被災地の復興や放射能汚染からの環境回復に加えて、地域社会をよりよくする
ためにはどんな「まちづくり」をすればよいかを問いかける声が大きくなっています。被災時とその後の復旧と復興の経
験を活かしながら、地域のくらしと未来の環境が調和、共生する新しいまちづくりに向けて、自治体や住民、企業の皆さ
んの取り組みや関連する事業の計画と実現を支援する研究を行っています。この研究は、地域の皆さんと同じ視点に立
ちつつ、全体を俯瞰しながら進めています。

■図 7：新地駅前事業を中心とした
　　　　復興まちづくりデザインのイメージ
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「環境儀」 地球儀が地球上の自分の位置を知るための道具であるように、『環境
儀』という命名には、われわれを取り巻く多様な環境問題の中で、わ
れわれは今どこに位置するのか、どこに向かおうとしているのか、
それを明確に指し示すしるべとしたいという意図が込められていま
す。『環境儀』に正確な地図・行路を書き込んでいくことが、環境研
究に携わる者の任務であると考えています。

2001年 7月　合志　陽一
（環境儀第 1号「発刊に当たって」より抜粋）

このロゴマークは国立環境研究所の英語文字
N.I.E.Sで構成されています。N=波（大気と水）、
I=木（生命）、E・Sで構成される○で地球（世界）
を表現しています。ロゴマーク全体が風を切っ
て左側に進もうとする動きは、研究所の躍動性・
進歩・向上・発展を表現しています。

●環境儀のバックナンバーは、国立環境研究所のホームページでご覧になれます。
 http://www.nies.go.jp/kanko/kankyogi/index.html
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